
 江南市立宮田中学校 

進 路 指 導 部 

【第 7 号】2026.9.4 

進路の話はいつでもどこでも 

 夏休みは、未来につながる過ごし方ができましたか。積極的に学習に取り組んだ人、２学期をがんばるた

めに心身のエネルギーを充電できた人、それぞれだと思います。みなさんの努力をこれからも見守ります。 

 さて、さっそく多くの生徒が学校見学について話をしてくれました。雑談でもよいので、まずは積極的に

話してください。模試の結果や家族との話し合いについても、ぜひ聞かせてください。これまでにも、ささ

いな会話から進路が大きく動いたこともありました。そこで動いていなければ、手続きが間に合わなかった

だろうということもありました。進路面談や保護者会を待つ必要はありません。いつでもどこでも、先生た

ちと未来の話をしましょう。 

 

愛知県私立高等学校等の授業料・入学金補助の内容について 

愛知県のホームページの内容です。私立高校・専修学校の授業料無償化について書かれています。これま

でにも世帯の所得別に額の異なる補助はありましたが、今年度から所得による制限が撤廃されました。 

注意点をまとめましたので、費用についても家庭でしっかり理解して、進路選択の参考にしてください。 

 

 授業料  補助上限額（年額） 入学納付金  補助上限額（年額） 

全日制 457,200 円 200,000 円 

通信制 337,200 円  34,000 円 

専修学校 
457,200 円 

（通信制併修者は上乗せ 51,600 円）  

170,000 円 

（通信制併修者は上乗せ 19,000 円）  

概要 
授業料は所得制限を廃止し、 

実質無償化します。 

入学納付金も所得制限を廃止し、 

実質無償化します。（愛知県独自）  

 

＜注意点＞ 

  ・入学金や授業料の他に、制服・教材等を購入する費用がかかります（公立高等学校も同様）。 

  ・学校によって、「①納入が免除される場合」と、「②納入後、後日還付される場合」があります。 

  ・日本国籍を持っていない生徒は、支援対象外となる場合があります。その場合、従来のように世帯所得別に

受けられる補助があります。（在留資格等の要件については、裏面の県教育委員会の資料を参照） 

  ・費用の詳細については、各学校のホームページや学校説明会等で配付される資料をご覧ください。 

 

 

 

 

 

参考：愛知県教育委員会ホームページ ［私立高等学校等の授業料・入学金補助の内容について（令和 8 年度予算）］ 

（https://www.pref.aichi.jp/soshiki/shigaku/koukoujugyouryoutou-oshirase.html） 

※ 私立高等学校・専修学校では各学校独自に、学力等の基準を満たす場合に、授業料や入学金等の 

一部または全額が支給（免除）される奨学制度を設けている場合があります。 
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高校生の「授業料支援制度」

が新しくなります。

大切なお知らせ

高等学校等の授業料支援制度の改正により、所得制限が撤廃され、

多くの方が授業料の支援を受けることができるようになりました。

申請手続きが必要です。支援を希望される方は、学校からの

案内に従って、申請手続きを行ってください。
※なお、一部対象外となる場合もあります。詳細は裏面をご確認ください。

ｃ

以下の支援制度で新たに高等学校等の学びを支えます。

高等学校等就学支援金【新制度】

世帯年収に関わらず、日本国内に住所を有し、日本国籍を有する、又は日本国籍を有しないが、

国籍・在留資格等の要件が認められた者で、高等学校等に通う生徒を対象に授業料を支援する制度

です。なお、返済は不要です。

※高等学校等就学支援金【新制度】が対象外の方についても、授業料の支援制度があります。

   詳しくは、裏面をご確認ください。

支援額の例
（支給上限年額）

※実際の授業料が支援額よりも
低い場合は、実際の授業料が

支援額となります。

私立高校（全日制）：45万7,200円

私立高校（通信制）

定額授業料 ：33万7,200円

単位制授業料：１単位当たり1万3,668円（※通算74単位、年間30単位まで）

専修学校高等課程 ：45万7,200円

（通信制高校を併修する場合の県上乗せ補助：5万1,600円）

（日本国籍を有しない生徒の）国籍・在留資格等の要件 必要書類

高等学校等（外国人学校を除く）に在学し、日本国内に住所
を有する者のうち日本国籍以外の方で、以下の在留資格等を
有する生徒
①特別永住者 ②永住者 ③日本人の配偶者等
④永住者の配偶者等
⑤定住者のうち将来永住する意思があると認められた者
⑥家族滞在のうち日本の小学校及び中学校を卒業した者であって、
高校等卒業後、日本で就労して定着する意思があると認められた者

生徒等の以下のいずれかの書類
・住民票の写し（原本）
・特別永住者証明書の写し（コピー）
・在留カードの写し（コピー）

（家族滞在は以下の書類も提出）
・日本の小学校及び中学校の卒業証書
の写し又は卒業証明書

学校により、高等学校等就学支援金の支給決定までの間、授業料を徴収し、就学支援金相当額を後日還付

する場合があります。なお、経済的に困難な家庭に対しては、授業料徴収の猶予措置等を利用できる場合

もあります。詳細は学校へお問い合わせください。



ｃ

就学支援金新制度対象外となる生徒等への支援

旧制度の就学支援金において年収約910万円未満の世帯に
属する在校生（留学生を含む）については、

（経過措置）高等学校等就学支援金【旧制度】
の対象となります。
授業料に対し、所得に応じて、県上乗せ補助を含め
年額上限45万7,200円まで支給されます。
(ただし、県上乗せ補助は、外国人学校に在籍する者を除く。）

2026年4月以降に入学する生徒のうち、旧制度の就学支援金であれば、支給対象となりうる年収

約910万円未満の世帯に属する生徒（留学生を除く）は、高校生等・新修学支援金の対象となり
ます。授業料に対し、所得に応じて、県上乗せ補助を含め年額上限45万7,200円まで支給されます
（ただし、県上乗せ補助には、外国人学校に在籍する者を除き、留学生は含む）。

旧制度の就学支援金において所得制限を受けていた年収約
910万円以上の世帯に属する生徒については、

高校生等・新修学支援金の対象となります。

授業料に対し、所得にかかわらず年額上限11万8,800円の
支援金が支給されます。

国籍・在留資格等の要件 必要書類

2026年4月1日以降に入学した者のうち
新制度対象外の者
（例）
①在留資格が定住者であるが、日本への永住
の意思がない者
②在留資格が家族滞在であるが、日本の小・
中学校を卒業していない者、
または、日本に定着の意思がない者

③外国人学校に在籍する者（日本国籍含む）

等

生徒等の以下のいずれかの書類
・住民票の写し（原本）
・在留カードの写し（コピー）

上記に加えて、課税証明書等
（原本）

国籍・在留資格等の要件 必要書類

新制度対象外の者のうち2026年３月31日時点で高等学校等就学
支援金の受給資格を有している者
（例）
①在留資格が定住者であるが、日本への永住の意思がない者
②在留資格が留学等の者
③外国人学校に在籍する者（日本国籍含む） 等

生徒等の以下のいずれかの書類
・住民票の写し（原本）
・在留カードの写し（コピー）

※課税証明書等（原本）が必要な場合
があります。

〇2026年３月31日以前から高等学校等※に在籍する生徒（在校生）のうち、高等学校
等就学支援金【新制度】が対象外になった方

②年収約910万円以上の世帯に属する生徒

※ 高等学校（全日制・定時制・通信制）、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門学校（1～3年）、専修学
校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）を置くもの、海上
技術学校、外国人学校

①年収約910万円未満の世帯に属する生徒

在校生

新入生

年額（円）

590万 840万

396,000

118,800

228,600

720万 910万
標準世帯年収（円）

457,200

高校生等・

新修学支援金

県上乗せ補助

年額（円）

590万 840万 910万
標準世帯年収（円）

457,200

396,000

118,800

228,600

720万

高等学校等

就学支援金

（経過措置）

県上乗せ補助

高校生等・

新修学

支援金

※ 支給上限年額は、学校種によって異なります。詳細は表面の「支援額の例（支給上限年額）」をご参照ください。
※ 実際の授業料が支援額よりも低い場合は、実際の授業料が支援額となります。
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